
  

我が国における火山の発生メカニズム等に関する科学的・技術的知見の整理
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１．背景  
 

使用済燃料の再処理過程で発生する高レベル放射性廃棄物や一部の低レベル放

射性廃棄物の処分に当たっては、最終処分法に基づき、「特定放射性廃棄物の最終

処分に関する基本方針」（平成 27 年 5 月閣議決定）において、「原子力規制委員会

は、概要調査地区等の選定が合理的に進められるよう、その進捗に応じ、将来の安

全規制の具体的な審査等に予断を与えないとの大前提の下、概要調査地区等の選定

時に安全確保上少なくとも考慮されるべき事項を順次示すことが適当である。」と

されている。 

この基本方針に基づき、原子力規制委員会は、概要調査地区等の選定時に安全確

保上少なくとも考慮されるべき事項（以下「考慮事項」という。）を検討するに当た

り、廃棄物埋設地に埋設された放射性廃棄物を起因として公衆に著しい被ばくを与

えるおそれがある事象のうち、廃棄物埋設地の設計（構造及び設備）による対応が

困難であり、廃棄物埋設地の設置を避けることにより対応する必要があるものの１

つとして、火山現象を挙げた。その際、新たな火山の発生の可能性の考慮も含めて

検討が必要であるとしたi。 

このような背景の下、火山現象に関する考慮事項の検討に先立ち、我が国におけ

る火山の発生メカニズムの特徴やその地域性等に関する科学的・技術的知見を以下

に取りまとめた。 

 

２．我が国における基本的な火山の発生メカニズムと地域性  
 

日本列島は大陸プレートと海洋プレートの境界に位置し、海洋プレートが沈み込

む島弧である。日本の火山は日本海溝や日本列島の延びる方向と平行に分布してお

り、この火山の分布の海溝側の端を繋ぐ線は火山フロントと呼ばれているii。 

日本列島が位置するような沈み込み帯では、海洋プレートの沈み込みの反転流と

してマントルの深部から高温の物質が上昇し、高温のくさび形マントル（マントル

ウェッジという）が形成されているiii。海洋プレートの沈み込みに伴う温度と圧力

の上昇によって含水鉱物は脱水し、その水がマントルウェッジに供給されるiv。こ

の加水と深部からのマントルウェッジの上昇（マントルウェッジの対流）に伴う減

圧によりマントルウェッジを構成するカンラン岩の融点が下がり、マントルウェッ

ジの中心付近が溶解しメルト（マグマ）を生成する iv。このように、沈み込み帯で

は、基本的に、マントルウェッジ内の高温部の上昇と水の供給による融点低下とい

う状況が整った場合に、マグマが発生するとされている。 
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このようなマグマの発生プロセスが見られる場所の顕著な例として、東北日本※1

を含む太平洋プレートの沈み込み域が挙げられる。東北日本に沈み込んでいる太平

洋プレートは古いプレートであり、プレート自体が冷えているvため、上記マグマ発

生プロセスが成立していると考えられる。 

また、西南日本※2におけるフィリピン海プレートの沈み込み域においても、マグ

マの発生プロセスは基本的には太平洋プレートの沈み込み域と同様であるとされ

ているvi。このうち九州地方に沈み込んでいるプレートは古く冷えたプレート vi で

あり、水の放出を起因としてマグマが発生していると考えられている。他方、中国

地方に沈み込んでいるプレートはより若く温かいプレートであり、マグマが生成す

るための深度に至る前にプレートの水分が失われることで、マグマの生成量が少な

くなり、火山の数も少なくなると報告されている vi。ただし、中国地方に沈み込ん

でいるフィリピン海プレートはプレート自体の温度が高いため v、十分な水の供給

がない条件であっても、沈み込んだプレート（スラブ）そのものの部分溶融（スラ

ブメルティング）によってマグマが発生することも示唆されているvii, viii。 

このように、プレート境界に位置する日本列島において、マグマの発生はプレー

トの特性や運動と深い関係があると考えられる。 
また、発生したマグマは、地殻まで上昇し、マグマ溜まりを形成する。このマグ

マ溜まりから供給されたマグマが地表に到達した場合、火山の噴火を引き起こす。

マグマがマグマ溜まりから地表に至るまでのプロセスには、上部地殻における応力

の状態や岩盤特性など比較的浅い深度の狭域における状況が大きく作用すると考

えられるix。 

 

３．プレート運動の継続性と今後のマグマの発生の傾向について  
日本列島が形成されたとされている時期（約 1400 万年前）以前の日本海拡大時

においては、高温のアセノスフェアが太平洋スラブの上部に流れ込んだことにより、

太平洋スラブが溶融し、火山が発生した事例があるとされているx。このように、日

本海の拡大（背弧海盆の拡大）のようなプレート運動の大きな変化が生じると、プ

レートの沈み込み域でのマントルウェッジの対流の状態が大きく変化すること等

によって、火山の発生の傾向が大きく変化することが考えられる。 

一方、プレート運動の大きな変化にはその始まりから終息までに 100 万年～1000

万年以上の期間を要したとされておりxi, xii, xiii、仮にそのような変化が現在始まっ

たとしても、例えば今後 10 万年程度のうちに現在のプレート運動が大きく変化す

ることは想定し難い。すなわち、プレートの特性や運動と深い関係があるマグマの

発生の傾向が今後 10 万年程度の間に大きく変化することは想定し難く、これを否

定する学説や科学的知見は見当たらない。 

 

４．新たな火山の発生の蓋然性  
２．及び３．を踏まえると、プレートの沈み込みというメカニズムに基づき、現

在マグマの発生条件が成立していないと考えられる地域では、今後 10 万年程度の

 
※1 ここでは関東以北から北海道までを含む範囲を指す。 
※2 ここでは、中国地方と九州地方をまでを含む範囲を指す 



 

期間において火山が発生する蓋然性は極めて低いと考えられる。当該地域の例とし

ては、東北日本（関東以北から北海道までを含む範囲）の前弧域が挙げられる。理

由は以下のとおり。 

・太平洋プレートは、古いプレートであり、プレート自体が冷えているため、「高

温のマントルウェッジへの水の供給によるマントルの融点低下」がマグマの発

生の要因となっている典型的な例であり、スラブの部分溶融による火山の発生

は想定に難いこと。 

・プレート運動の大きな変化が生じたとはされていない約 1400 万年以降におい

ても、通常では火山活動が起こらないと考えられる海溝付近で火山が発生した

とされる例外的な事例※3が報告されているxivが、このような事例は稀であると

考えられること。 

また、現時点においてマグマの発生条件の成立を否定できない地域について、新

たな火山の発生の蓋然性を評価する場合には、マントルウェッジの対流や沈み込む

海洋プレートの特性等を加味した評価モデル等の構築によって評価することが考

えられるが、研究段階であり、現時点においては確立された評価方法は見当たらな

い。 
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※3 カムチャッカにおいては、海山が沈み込むことによって海山由来のスラブ起源流体が発生

し、これがマントルと反応することでマグマが発生し、通常では火山活動が起こらないと考

えられる海溝付近で火山が発生した事例があるとされている。 


